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CDR の社会実装は、「法的整備」と「現場実践」の両者の整備が求められ、また関与する

職種、所轄官庁が膨大にのぼるという、極めて困難な背景がある。既に CDR の社会実装が

進んだ諸外国から具体的な実践上の学びを得ることは極めて重要である。 

平成 30 年度より分担研究者となった尾角は、①英国 CDR の中心人物から長時間にわたる

インタビュー調査を行うとともに、昨年度研究協力者の立場から翻訳した英国のリーフレ

ットを元に、②各遺族会代表の方々とワークショップを実施し、どんな情報が必要か、ど

んな表現が望ましいかの検討を行った。 

①の結果、CDR における遺族支援の際に、個別訪問を行える専門のナースやホームビジッ

トを担当する小児科医の存在や、地域ごとの多機関での関係性づくりが重要であることが

示された。 

②の結果、遺族のニーズとして、検死の重要性についての説明が丁寧におこなれた上で、

リーフレットは、検証の説明をただ行うものではなく、遺族への「情報提供」「サポート」

の側面を重視して作ることの重要性が確認された。問い合わせ連絡先の明確化や見通しの

説明は、遺族の不安を和らげることも改めて確認された。 

これらの知見も踏まえ、準備読本のうち「遺族支援」ならびに「CDR 検証を体験してもら

うための模擬事例」の分担執筆を行った。 
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Ａ．研究目的 

CDR の社会実装は、「法的整備」と「現

場実践」の両者の整備が求められ、また関

与する職種、所轄官庁が膨大にのぼるとい

う、極めて困難な背景がある。既に CDR の

社会実装が進んだ諸外国から具体的な実

践上の学びを得ることは極めて重要であ

る。とりわけ英国 CDR はグリーフケアに力

点を置いており、いかに本邦の CDR に組み

入れるのかについては、現段階から議論を

行う必要がある。 

平成 30 年度より分担研究者となった尾

角は、①英国 CDR の中心人物から長時間に

わたるインタビュー調査を行うとともに、

昨年度研究協力者の立場から翻訳した英

国のリーフレットを元に、②各遺族会代表

の方々とワークショップを実施し、どんな

情報が必要か、どんな表現が望ましいかの

検討を行った。 

 

Ｂ．研究方法、C結果、D考察につき 

1,2 のそれぞれにつき記載する 

 

1-Ｂ．研究方法 

 英国の政策形成と現場実践、そして実践

者のトレーニングを行ってきた Joanna 

Garstang 先生へのヒアリングをもとに考察

を行う。 

 

1-Ｃ．研究結果 

CDR における遺族支援の変遷 

 遺族支援は２種類ある。情報提供と心理

的サポート。2017 年に発行されたガイドラ

インには「死別後のサポートを必ず行うこ

と」と明記されていた。ただそれがどのよ

うに行われるべきかとは言われていない。 

死別のサポートというのは基本的に病

院が提供してきた。病院はたいてい、遺族

支援、死別のサポートを行っているが、主

にチャプレンの部署が担当している。 

 情報提供に関しては、小児科医がブック

レットを渡している。ご遺族にどんな風に

感じているかというのは、チャプレンが聞

くか、子どもの死に関する専門の看護師

（Child Death Nurse）がいて、亡くなっ

て数日後に電話をする。彼女は、2回自宅

への訪問を行う。彼女は、情報を提供し、

ご遺族がどのように感じているのか、きょ

うだいはどんな風にしているかについて

も尋ねる。さらに、心理的サポート（サイ

コセラピーサポート）が必要なら、チャリ

ティ（NPO などの民間団体）を紹介する。 

 情報提供はいつから行われてきたかと

いうと、2017 年以前も小児科医はリーフレ

ットを配っていたという。そもそも病院で

リーフレットを配るというのは、ありとあ

らゆる分野において行われていて、とか

く、死別後の支援のリーフレットを配ると

いうのも、そうした文化の中に自然と馴染

んだ。初めてガイドラインができた 2004

年以降はリーフレットが配布されている。 

 2000 年、ジョアンナ先生がジュニアドク

ターだった頃は、赤ちゃんが亡くなった場

合には、Child Death Review Nurse はい

なかったという、ご両親には、死後検証に

ついて話をするのに、病院にアポイントメ

ントをとった上で、機会が提供されてい

た。そうした約束は常に病院で行われてい

た。だから、遺族はあまりこなかったそう

だ。民間団体も、結局遺族が自力で見つけ

るしかなかった。 

 2004 年から 2008 年に、赤ちゃんが亡く

なったあとの、ホームビジット（自宅への

訪問）をはじめた。主な目的は死亡現場の
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検証分析と、リーフレットを渡すこと。ラ

ラバイ・トラストや、他のチャリティのこ

とを伝え、また、検証結果が出たのちに、

再度訪問し、伝えにいく。ホームビジット

の導入により遺族は病院まで、こなくて済

むようになった。 

 

トレーニングについて 

 ジュニア・ドクターは、子どもの死に限

らず、どんな風に、死について話をするの

かということについてはトレーニングを

受けている。死が予期されているケースに

ついても、医学生たちは悪いことの告知に

ついてどう伝えるのか、ロールプレイを通

じて学んでいる。小児科医は必ず子どもの

死をどう扱うのか、そしてCDRについても、

それなりの数のトレーニングを受けてい

る。それから2004年にできたCare Pathway

を導入している病院もある。 

 「多機関連携において法律の影響は大き

いか」と尋ねたところ、それは確実に当て

はまるとのことだった。基本的に、予期せ

ぬ死亡事例の場合は、コロナーが調査す

る。999 に電話して、子どもが息をしてい

ないと伝えると、警察には自動的に情報が

届く。以前は警察と、病院はそれぞれ独自

に調査をしていた。現在は、一緒に調査を

する。死亡現場での検証、分析を一緒に行

う。 

 

トレーニングの中身 

 トレーニングの対象となる内容は、とて

も幅広い、赤ちゃんから 18 才まで。SIDS

から、17歳の自殺まで。999 の連絡から 6

ヶ月後の結論を出すに至るまでをトレー

ニングしていく。誰が遺族に連絡をとり、

つながり、話を聞くのか、それからホーム

ビジットについても訓練する。突然、ベッ

ドで亡くなったケースや家で自殺したケ

ースは訪問を行う。そして、情報共有ミー

ティングのトレーニング。チームでそれぞ

れ情報を共有するケースを扱うミーティ

ングの練習をする。ロールプレイも行う。

遺族（両親）役、医師役、警察役。調査の

プロセスについ両親に伝える練習もする。

ベッドで赤ちゃんが突然亡くなったとき、

ほとんどの両親がなぜ警察官がくるのか

とまず驚くためである。それから病理医が

きて、どのように死後検証するか、なにが

わかって、なにがわからないのかについて

も説明する。SIDS についても科学的理解か

ら学ぶ。そして、死後検証レポートを渡す

練習を行う。２日間のトレーニングで２日

目は、最終ケース会議の練習。小児科医が

議長になり、協働している人たちが死の分

類を行う。そして、死因について要約する。

警察官と小児科医が両親にその結果を伝

え、質問に答える。 

 トレーニングにおける死別に関する教

育（グリーフの反応や死別後のニーズなど

基礎的な知識）はどのように行われている

か尋ねたところ、CDR のトレーニングの中

では、そこまでカバーしていないとのこと

であった。そもそも医学教育において、死

別に関して学ぶ。警察官はあまり知らない

だろうとのこと。 

 

CDR トレーニングは警察官すべて受けてい

るのか？ 

 警察官はほんの一部。医師は、CDR に関

わる医師のみで、警察官は、虐待に関わる

人のみ。なぜなら、警察官は虐待チームが

SUDI 専門。殺人などとは違う部署。 
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どれくらいの医師がCDRに関わっているの

か。 

 地域によってかなり幅がある。残念なが

ら、法律があるにもかかわらず、英国では、

大体半分くらいしか医師はCDRに関わって

いない上に、適切に行えているとはいえな

い状況。ロンドンは適切な多機関連携を行

えていない。要因としては、医師がよく変

わることや、予算の問題。大体、医師が関

わると、子ども一人あたりの死亡事例につ

き、トータルで 16時間～20 時間はかかる。

病院へ行き、自宅へ行き、警察と話をし、

ミーティングに参加し、レポートを書き、

レポートを戻し、病理医と話し、また、家

族のもとへいく。かなりの時間がかかる。

何においても、英国の医療において、やる

べきことはどんどん増えるけれど、予算は

ないというのが課題となっている。 

 バーミンガム地域では、子ども対応して

いる 4つの病院がある。大体 10 人のチー

ム。ジョアンナ先生たちは、虐待や、障が

い、スペシャルニーズの対応をしている。

24 時間でローテーションしている。いつで

も、子どもがなくなれば、病院にいき、引

き継ぐ。このエリアでは、年に 45ケース

を扱う。他地域では医師がやっていたり、

ナースのチームがやっていたり。子どもの

死が少ない場所ではナースがやっている

けれど、通常の勤務時間帯、オフィスアワ

ーのみで、時間外であれば、待たなければ

いけない。マンチェスターは小さいエリア

に人口が多いという状況でも、一番よくで

きているエリア。 

 

予算の拠出元 

 それぞれが出している。NHS は NHS のパ

ートを出し、警察は警察のパートが出し、

すべて、個別に出している。完全に多機関

連携のチャイルド・デス・レビューを行う

なら、お金がかかるけれど、書面上でのオ

ーバービューを行うだけであればそこま

で予算はかからない。すべて、子どものセ

ーフガーディングが関わっている。セーフ

ガーディングについては、法律上の義務で

情報共有を行っているため、それが役立っ

ている。バーミンガムでは 40程度の突然

死があり、子どもの死の全数は 160。120

のケースはただ、書面上のレビュー、オー

バービューのみとなる。もちろんそれでも

時間がかかる。マンチェスターは複数ある

けれど、バーミンガムは CDOP は１つしか

ないから、膨大な量になる。 

 

トレーニングは誰がやっている？ 

 ピーター先生と、ジョアンナ先生、それ

から警察官、ソーシャルワーカーとトレー

ニングのチームになっている。20名でロー

テーションしていて、必ず、ピーター先生

が入る。40人のコースなら、8名。通常の

業務から出て行う。最初の一年は 2,3 回行

っていた。それは誰も知らず、受けたこと

もないものだったからである。今は年に 1

回。もちろんのことだが、はじめて受ける

人はどんどん少なくなっている 

 

警察官の遺族とのコミュニケーションス

キルについて 

 児童虐待専門の警察官は遺族とのコミ

ュニケーションはとてもよくできている。

問題は、スペシャリスト・チーム。彼らは

通常の制服で来て、死体について語り、犯

罪現場として扱う。テープをはり、両親も

中には入れず、彼らは子どもを連れてい

く。こうした通常の警察官とのコミュニケ



 271

ーションには、遺族たちは戸惑うことが多

い。 

 

多機関連携における困難、障害 

 多機関連携には、常に困難がある。３つ

の違う機関が同じ政策に合意している。た

だし、死体というのはコロナーに属する。

コロナーは死体に関するいかなる決定に

も責任を持っている。死後検証、どのサン

プルをとるか、死体をどこに運ぶかも、す

べてコロナーによって決まる。コロナーと

いうのはとても独立した存在で、話を聞く

ことはあまりない。警察に尋ねれば、コロ

ナーは「神」だと思っている。コロナー自

身も「神」と思っている。家族をサポート

する必要などを伝えたり、医療的調査の必

要性を理解してもらうことは難しい。かつ

てに比べれば状況はよくなったけれど、す

べてに同意して進めていくことはとても

むずかしい。 

 

障害をどうやって乗り越えてきたのか 

 警察官たちとは、すでにいくつかのケー

スで一緒に働いてきて個々人間では改善

されてきた。問題があるときは、リード警

察官、リード小児科医、シニアコロナーの

間で議論する。お互いの専門性を尊重、尊

敬することにつとめる。互いに、なにかを

お願いすることはできるけれど、相手に強

いることはできない。専門性的判断を尊重

することが重要。ただ、とにかくコロナー

は大きな力を持っている。 

 

どれくらい発展に遺族の声というのが反

映されているのか？ 

 ララバイ・トラストを通じて、かなり多

くの声が特に最初の CDR のガイドライ

（2004 年）には反映されている。ララバイ

・トラストが委託されて、800 もの遺族の

声をあつめて、最初のバージョンに入れた

という。現在のバージョンは、科学的なガ

イドライン部分が強化されていて、遺族サ

ポートの部分はそこまで改訂されていな

い。 

 

遺族の貢献について 

 遺族は検証のプロセスにかなり関与す

る。周産期死亡の場合、医療ケアが間違っ

ていることが多いため、助産師は遺族に聞

くことを求める。遺族はどの時点で間違い

があったかを指摘できることがあるから。 

 

医療プロセスに間違いがあったとしたら、

病院は情報を提供する？ 

 もちろん、必ずするという。何か間違っ

ていたら、早期に伝える。ただ、これは最

近になってのことで、かつてはそのような

ことはしていなかったそうだ。 

 

まずは、調査が最重要であって、遺族サポ

ートは最初の段階で必要ないという声が

あるが、遺族のサポートは最初から政策に

いれる必要があるのではないか？ 

 調査がなければ、遺族のサポートは意味

がないかもしれないけれど。調査があるの

であれば、そこに遺族のサポートがあるこ

とはすごく重要。遺族のサポートには、調

査などで、どんなプロセスがあるのか説明

することも含まれているわけで、感情的な

サポートに限ったことではない。 

 

1-Ｄ．考察 

 CDRの実装にあたり、小児科領域でのグ

リーフ、死別後の情報提供は、必ず必要で
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あることが、このヒアリングによりわかっ

た。そして、ガイドラインをつくる上でも、

遺族の声は重要であるということ。 

 医療機関における情報提供は英国はもと

もと、死別のサポートによらず、あらゆる

医療情報のリーフレット提供を多く行って

きたという背景がある。他のリーフレット

（例えば糖尿病など）に比べて、繊細な内

容をあつかう死別後のサポートのリーフレ

ットや CDR についての情報提供は関係性

のある医療者から手渡されることが必要で

あろうと思われる。特にホームビジットの

ときに一式を渡すということであったの

で、そうした渡す際のトレーニングも、求

められるのだろう。 

 多機関連携ということにおいては、コロ

ナーの権威が強いなど困難さもあるもの

の、法律の後ろ盾による情報共有が確保さ

れているのは大きい。日本では法律がない

中で行うことになると、より多機関連携に

困難が予想される。まずは、模擬ミーティ

ングなどのトレーニングの場から、多機関

がつどい、顔をあわせ、地域ごとの関係性

と文化をつくっていくことが最も重要なこ

とだろう。 

 

2-Ｂ．研究方法 

 3 月 19 日に、各遺族会の代表らと共に、

立命館大学茨城キャンパスを会場にして、

検討ワークショップを実施。代表の方々

は、それぞれ、急性脳性、SIDS、JR 福知山

脱線事故、指導死（学校での不適切な教員

の指導による自死）、死産などを経験され

ている当事者でもあり、多くの遺族をサポ

ートされてきた経験や、ご自身の経験をも

とに、具体的な意見を出して議論を交わし

た。 

 沼口医師より、CDR の概要をプレゼンテ

ーションし、尾角より、英国における CDR

体制の中における情報提供と遺族支援の

現状を事前情報として提供した。 

その後、ララバイ・トラストのリーフレッ

トをもとに、読み合わせを行いながら、日

本のリーフレットに必要な情報などの検

討を行った。また情報提供に際し医療者か

らの声かけのあり方、配慮なども話し合わ

れた。 

 

Ｃ．研究結果、および D.考察 

 まず、全体としては、制度の内容に関し

ては日本の実情に合わせて、記載を改変す

る必要がある。以下はとりわけ個々に議論

されていたものを挙げておく。 

 

パンフレットの目的と軸 

 このパンフレットが一番何を軸にして

つくられる必要があるのかというと、遺族

が抱える不安を軽減されるものであるこ

とが重要だという意見が出ていた。このリ

ーフレットにおける死亡事例検証の位置

付けとして、まずグリーフサポートが受け

られた状態から、結果として死の予防につ

なげるものだという書き方の方が遺族に

はすっと入ってくるという。亡くなった時

に親が「将来のために…」とはなかなか思

えない状態、パニックの状態でもらうので

はないか。英国のものは、別リーフレット

に、遺族支援の情報を記載し、元にしたリ

ーフレットはCDRの説明に絞られているた

めか、全体的に検視ありき、予防ありきと

いう面が強い。 

 

遺族のニーズ 

 検視から子どもがどのような状態で返
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ってくるのか、それを一番知りたい。でき

る限りその情報が書かれているほうがあ

りがたい。 

 

検死結果のメディアへの共有 

 新聞記者が検死結果の報告現場に入る

かどうか、イギリスのパンフレットの記載

を見て、気になったという。それは時期や、

個人が特定されない形で、一般化された報

道であれば参考になるからよいとのこと。

個人特定されると、親がよく見ていなかっ

たといったような批判が生まれてしまう

のではないか。 

 

見通しがあること 

 不安があっても決めないといけないこ

とがある中で今後どうなっていくのか、い

つ死亡届がもらえて、いつ葬儀ができるの

か。そこまでの関わり方なども「相談して

いいですよ」ともっと書いてほしい。 

 

デザインについて 

 文字情報が多いため、遺族にとっては、

図表でプロセスが説明されているほうが

理解しやすく、イラストが入っているほう

が読みやすい。 

検死の重要性についての説明体制 

 事件性がなければ今の段階だと、遺族の

希望によって検死があるないか、わかれて

いる。「ある遺族が心臓関係で子どもが亡

くなって、直後は「かわいそう」としか思

えなくて断ったけれど後悔をしていた。コ

ーディネーターのような人がいて『あとあ

と悔いが残りませんよ』と言うてくれた

ら、考え方も変わったかもしれない。検視

の必要性について丁寧に話してくれる、伝

えてくれる人がいたらいいと思う」という

意見が出ていた。 

 

問い合わせ対応と結果の共有について 

問い合わせ先がある点がとてもよいのと、

「あなたが抱く疑問にお答えします」とい

うことは必ず入れてほしい。ただ、検証に

関して、結果を教えてもらえないことがあ

るのは、犯罪の捜査情報だからということ

があるのであれば、それについてはパンフ

レットに明記されていてよいのではない

か。わからないまま、結果がしらされず、

時間が経過すると、遺族はただ不安にな

る。現状はそういうことが自治体によって

は、起きている。 

 

組織などサンプル保存の際における言語

表現について 

 今は、遺族の同意がない限り、他の目的

のためには使えないので、今後もし利用が

できるようになった場合は、「組織」につ

いては、「病院にて廃棄や処分」も遺族に

は違和感があるので、そうした表現はしな

いほうがよい。 

 

遺族支援の情報について 

 遺族は自ら支援ニーズを感じるかどう

かということについても議論された。「他

の人はどうしているのだろうかというこ

とは気になる」ということがでていた。 

ホームページの有無や、継続の年数、活動

実態が見えること、活動目的が明確に書か

れているか、ネット上だけではなくてでき

れば対面的な活動のものを掲載したほう

がよい。 

 

2-E．結語 

 CDR 制度が社会実装された際に、提供す
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べき情報を遺族側の観点から検討を行っ

た。本研究班では、時期尚早と考え、日本

版リーフレットの作成までは行わなかっ

たが、社会実装が進んだ段階で、今回の研

究の知見を組み入れた、リーフレットの作

成が必要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

該当なし 

 

Ｇ．研究発表 

論文発表 

なし 

 

書籍発刊 

なし 

 

学会発表・シンポジウム 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 


